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2022 年４月 14 日 

各 位 

会社名 株式会社関通 

代表者名 代表取締役社長 達城 久裕 

（コード番号 ：9326 東証グロース） 

問合せ先 常務取締役   片山 忠司 

電話番号 06-6224-3361 

 

連結決算開始に伴う連結業績予想に関するお知らせ 

 

当社は、2023 年２月期第 1 四半期より、従来の単体決算から連結決算に移行いたします。2023 年

２月期の連結業績予想につきまして、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．連結決算の開始について 

当社は、2022 年１月 14 日付「子会社設立に関するお知らせ」にて公表いたしましたとおり、2022

年３月１日付で、当社が 100％の議決権を有する子会社として株式会社関通ビジネスサービスを設

立したことに伴い、2023 年２月期第１四半期から連結決算に移行いたします。 

 

２．2023 年２月期連結業績予想（2022 年３月１日～2023 年２月 28 日） 

（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主 
に帰属する 
当期純利益 

１株当たり当
期純利益 

第２四半期（累計） 5,516 311 290 196 19 円 11 銭 

通期 12,002 943 902 608 59 円 33 銭 

（注）対前期増減率については、比較する連結会計年度がないため記載しておりません。 

 

３．連結業績予想の概要 

(1) 全体の見通し 

 経済産業省がまとめた「令和２年度産業経済研究委託事業（電子商取引に関する市場調査）報告

書」によりますと、当社の主たるサービスにかかわりの深い EC 市場について、2020 年の BtoC-EC

（消費者向け電子商取引）市場規模は 19.3 兆円（前年 19.4 兆円、前年比 0.43％減）となった一方

で、EC 化率は BtoC-EC で 8.08％（前年比 1.32 ポイント増）となっており、物販系分野における BtoC

の EC 市場規模は 2019 年の 10.5 兆円から 2020 年には 12.2 兆円（伸長率 21.71％）に増加し、引続

き物販系分野の BtoC-EC 市場の規模が拡大傾向となっております。 

 当社と関わりの深い物流業界におきましては、昨年来の新型コロナウイルス感染症の感染拡大や

感染再拡大懸念が継続する中、企業においては E コマースを利用した商品販売やサービス提供に対

する取組み強化が見られ、これらの傾向は 2022 年２月期においても継続し、物流業界の社会生活
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のインフラとしての役割は、ますます重要性を増しております。 

 こうした外部環境のもと、EC・通販物流支援サービスにおいては、2022 年２月に東京主管センタ

ー（埼玉県新座市、総面積約 8,300 坪）、2022 年８月に D2CⅡ物流センター（兵庫県尼崎市、総面積

約 4,000 坪）、2022 年 12 月に［仮称］関西新物流センター（兵庫県尼崎市、総面積約 4,300 坪）の

３つの物流センターを新設し、新たな需要に対応するための物流センターを確保するとともに、新

規のお客様獲得のため、引続きインターネットを通じた効果的なお客様の獲得に努めてまいります。

また、既存のお客様に対しましては、物流業務の自動化機器の導入を含め、継続して物流サービス

の生産性向上への取組み等の効率化を推進し、出荷数量の増加に対応することにより、お客様満足

度の向上に努めてまいります。 

 これらを前提として、2023 年２月期の連結業績につきましては、売上高が 12,002 百万円、営業

利益は 943 百万円、経常利益は 902 百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は 608 百万円を計画

しております。 

 

(2) 前提条件 

［売上高］ 

 売上高は、12,002 百万円を見込んでおります。 

 当社は、既存のお客様に対し物流に関する生産性向上のための施策を提案し、既存のお客様との

取引維持及び取引拡大に取組む一方、新規のお客様獲得に当たっては、インターネットを通じて物

流業務のアウトソーシングをご検討されるお客様からのお問合せを獲得し、学べる倉庫見学会等の

開催により、2022 年２月に新設しましたショールーム、及び当社の物流現場における実際の作業等

をご見学いただくことで、当社の物流サービスに対する理解を深めていただき、新規の受注を獲得

する活動を行っております。 

 

（物流サービス事業） 

 物流サービス事業は、当社の 2023 年２月期の年度予算において、売上高で 94.0％を占める主た

る事業であります。同事業は、EC・通販物流支援サービス、受注管理業務代行サービス、楽天スー

パーロジスティクスサービス及び物流コンサルティングサービス等から構成されます。 

 2023 年２月期における当事業の売上高予算は、既存のお客様については、当社サービスに関連す

る出荷見込み数量等の情報を可能な範囲で収集し、過年度実績を踏まえた出荷数量等の予測を立て、

お客様別の概算想定単価を乗じる等して、お客様別の売上高見込額を積上げて策定しております。

また、新規顧客獲得見込みについては、すでに商談が進んでいるお客様に関しましては、採否が決

定されるまでのプロセスにおける進捗状況、及びその難易度を個別に検討し、当該お客様に対する

サービス提供開始が相当程度見込まれると判断できるお客様については予算に計上し、その他過年

度における新規のお客様の獲得実績を踏まえて 2023 年２月期における新規お客様の獲得見込みを

検討し、合理的と考えられる範囲で予算に計上しております。 

 これらの結果、物流サービス事業に係る売上高は、2022 年２月期における一部のお客様の契約切

替えにより運賃売上の減少、その他低採算取引の見直しによる売上高の減少を踏まえた既存のお客

様別の売上高見込額に加え、新規のお客様に対する売上高、また 2022 年２月期に獲得した新規の

お客様に対する売上高が通期で業績に影響することを見込む等により、通期では 11,284 百万円を

見込んでおります。 



3 

 

 

（IT オートメーション事業） 

 IT オートメーション事業は、当社の 2022 年２月期の年度実績において、売上高が前期比 46.0％

増と、成長率の高い事業であります。同事業は、倉庫管理システム「クラウドトーマス」、チェック

リストシステム「アニー」、受注処理業務自動化システム「e.can」等から構成されます。 

 2023 年２月期における当事業の売上高予算は、既存のお客様については、当社サービス別の過年

度実績を踏まえて利用予測を立て、お客様別の利用料見込額を積み上げて売上高見込額を策定して

おります。一方、新規お客様獲得見込みについては、すでに商談が進んでいるお客様に関しまして

は、採否が決定されるまでのプロセスにおける進捗状況、及びその難易度を個別に検討し、当該お

客様に対するサービス提供開始が相当程度見込まれると判断できるお客様については予算に計上

し、その他過年度における新規のお客様の獲得実績を踏まえた売上高の増加を見込んでおります。

加えて、キヤノン IT ソリューションズ株式会社との協業による売上高の増加、物流自動化機器と

のセット商品となる「AIS サービス」の販売開始による売上高の増加を見込んでおります。これら

の結果、通期では 600 百万円を見込んでおります。 

 なお、倉庫管理システム「クラウドトーマス」の販売に当たりましては、導入時にお客様からソ

フトウエアのカスタマイズ開発等を受託することがありますが、当該取引はスポット取引となりま

すので、予算には例年どおり見込んでおりません。 

 

（その他の事業） 

 その他の事業は、外国人技能実習生教育サービス及びその他教育サービスにより構成されていま

す。外国人技能実習生教育サービスは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大、及び同サービスと

かかわりの深いミャンマーにおける政情不安の影響を受け、当面はサービス提供が困難な状況が続

くものと見込み、売上高見込額を保守的に見積り予算計上しております。その他教育サービスにつ

いては、教室の稼働率等について過年度実績等を参照して合理的な範囲で見積り、予算に計上して

おります。これらの結果、その他の事業に係る売上高は、118 百万円を見込んでおります。 

 

［売上原価］ 

 売上原価予算は、物流サービス事業において、物流サービス拠点別に予算設定時の要員を基準と

して繁閑を勘案して要員計画を設定し、これに基づく人件費見込額を労務費予算としております。

また、物流サービス拠点の新設及び増床等を勘案して賃借料見込額を、外部委託への委託業務の増

減等を勘案して委託費見込額を、物流自動化機器、冷凍冷蔵設備及びマテハン機器等の新規設備投

資によって取得が見込まれる償却資産を勘案した減価償却費見込額を、売上高予算策定に当たって

検討した出荷数量予測に応じた発送運賃見込額を、それぞれ予算計上し、その他の売上原価は物流

サービス拠点別に過年度実績を基礎に売上高の増減を勘案し、その見込額を予算として計上してお

ります。IT オートメーション事業においては、情報システム部門の要員計画等における保守サービ

ス対応等の見込時間を勘案して人件費見込額を、過年度の減価償却費実績に加えソフトウエア開発

の年度計画に基づく償却資産の計上見込み額から減価償却費の見込額を、それぞれ予算計上し、そ

の他の原価は過年度実績を基礎に売上高の増減を勘案し、その見込額を予算として計上しておりま

す。 

 これらの結果、物流自動化機器の導入及び倉庫管理システム「クラウドトーマス」のバージョン
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アップ、その他の改善活動による業務の効率化を見込む一方で、主要な売上原価科目である労務費、

発送運賃及び賃借料については前期に比べてそれぞれ増加を見込み、売上原価は 9,958 百万円を見

込んでおります。 

 

［販売費及び一般管理費］ 

 販売費及び一般管理費予算につきましては、2022 年２月期の単体実績をベースとして、人件費、

ソフトウエアに係る保守料及び IT システム関連費用、事務所に係る賃借料、管理本部及びシステ

ム開発に係る人員増加等による経費の増加を見込み、それぞれ予算計上しております。 

 これらの結果、販売費および一般管理費は 1,100 百万円となることを見込んでおります。 

 

［営業利益］ 

 営業利益は、前述のとおり売上高の増加等により 943 百万円を見込んでおります。 

 

［経常利益］ 

 経常利益は 902 百万円を見込んでおります。営業外損益予算については、2022 年２月期の単体実

績をベースに当該年度においても計上が合理的に見込まれる科目についてそれぞれ見込計上して

おります。 

 

［親会社株主に帰属する当期純利益］ 

 親会社株主に帰属する当期純利益は 608 百万円を見込んでおります。2022 年２月期の単体実績は

特別利益、特別損失をそれぞれ計上しましたが、2023 年２月期予算においては特別利益及び特別損

失とも見込んでおりません。 

 
［2023年２月期 連結業績予想］                                              （単位：百万円，％） 

科目 

2023年２月期連結業績予想 
[ご参考] 

2022年２月期単体業績 

予算 百分比 実績 百分比 

  EC・通販物流支援サービス 11,067 92.2 9,393 93.1 

  受注管理業務代行サービス 154 1.3 111 1.1 

  その他 62 0.5 63 0.6 

 物流サービス事業 11,284 94.0 9,568 94.8 

  クラウドトーマス 500 4.2 324 3.2 

  その他 100 0.8 109 1.1 

 ITオートメーション事業 600 5.0 433 4.3 

 その他の事業 118 1.0 96 1.0 

売上高 12,002 100.0 10,099 100.0 

営業利益 943 7.9 729 7.2 

経常利益 902 7.5 687 6.8 

親会社株主に帰属する当期純利益 608 5.1 463 4.6 

（注）楽天スーパーロジスティクスサービスの売上高は、EC・通販物流支援サービスの売上高に含めて記載
しております。 

以上 


